
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

を、４から 17個の炭素原子を含む過剰モル量のヒドロキシカルボ
ン酸もしくはそのラクトンおよび /または C3 - 4アルキレンオキシドと反応させて高分子ジ
オールを生成させ、そして前記ジオールをリン酸処理して、アルカリ金属、アンモニア、
アミン、アルカノールアミンまたは第四級アンモニウム化合物との塩を含むリン酸エステ
ルを生成させることによって得ることができる分散剤。
【請求項２】
アルコールとの反応によって、前記リン酸エステルをさらに部分エステル化させる請求項
１に記載の分散剤。
【請求項３】
ポリエチレングリコール (PEG)から得ることができる請求項１たは請求項２のいずれかに
記載の分散剤。
【請求項４】
前記高分子ジオールが式 (1)を有する請求項１ないし請求項３のいずれか１つの項に記載
の分散剤 :
Ｈ -Ａ -Ｏ -[ＣＨ 2 -ＣＨ 2 -Ｏ ]n -Ａ -Ｈ　　　（１）
（式中：
Ａは　基

10

JP 3773118 B2 2006.5.10

ポリエチレングリコール



　
　
　
または基 -[Ｏ -Ｄ -]m、
Ｂは　Ｃ 4 - 1 7アルキレン、
Ｄは　Ｃ 3 - 4アルキレン、
ｍは　２から５０、および
ｎは　４から５００である）。
【請求項５】
前記繰返し単位
　
　
　
がε－カプロラクトンから誘導できる請求項４に記載の分散剤。
【請求項６】
-A-の分子量と前記基 [-CH2 -CH2 -O]n -の分子量との比が 1.5:1から 1:3である請求項４また
は請求項５のいずれかに記載の分散剤。
【請求項７】
前記ポリエチレングリコールが 500から 6000の分子量を有する請求項１ないし請求項６の
いずれか１つの項に記載の分散剤。
【請求項８】
ε－カプロラクトンから誘導されるポリ（ 5－ヒドロキシヘキサン酸）とポリエチレング
リコールとの分子量の比が１対１である請求項５ないし請求項７のいずれか１つの項に記
載の分散剤。
【請求項９】
ポリエチレングリコールを、４から 17個の炭素原子を含む過剰モル量のヒドロキシカルボ
ン酸もしくはそのラクトンおよび /または C3 - 4アルキレンオキシドと反応させて高分子ジ
オールを生成させ、そして前記ジオールをリン酸処理してリン酸エステルを生成させるこ
とを含む請求項１に記載の分散剤を製造する方法。
【請求項１０】
前記ポリエチレングリコールを、アルキルチタネートの存在下で、前記ヒドロキシカルボ
ン酸またはそのラクトンと反応させる請求項９に記載の方法。
【請求項１１】

【請求項１２】
請求項１ないし請求項８ のいずれか１つの項に記載の分散剤および

を含む組成物。
【請求項１３】
前記固体が顔料である請求項 に記載の組成物。
【請求項１４】
さらに を含
む請求項 または請求項 のいずれかに記載の組成物。
【請求項１５】
前記液体が水である請求項 に記載の組成物。
【請求項１６】
請求項 に記載の組成物 水性ペイント。
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ポリエチレングリコールが、エチレンオキシド (EO)とプロピレンオキシド (PO)とのブロッ
ク共重合体であり、前記 EOが両端で PO単位に結合する中間部分を構成する請求項１に記載
の分散剤。

及び請求項 11 顔料及び
充填剤；磁性テープ、ディスク及び記憶装置の製造に用いられる磁性金属又は合金及び磁
性酸化物；ごみ及び汚れの微粒子；殺生物剤、農薬及び医薬品からなる群から選ばれる微
粒状固体

12

水、水と混和しうる有機液体及びそれらの混合物からなる群から選ばれる液体
12 13

14

13 を含む



【発明の詳細な説明】
本発明は、水性媒体中に微粒状固体（ particulate solid）を分散させる化合物、その調
製法ならびに前記化合物および微粒状固体を含有する、ペイントを含む組成物に関する。
水性ペイント用ミルベース（ mill-base）は通常、顔料のような水に不溶の微粒状固体を
含有する水性媒体中に微粉細した固体を均一に分散させるために、分散剤の存在下で、該
媒体を磨砕操作にかけることによって調製する。しかし、このようなミルベースをペイン
トに添加するときに、分散剤がペイントの塗膜形成性および／または塗膜としての耐久性
に悪影響を及ぼす場合がある。分散剤によっては得られる塗膜の光沢に悪影響を与えるこ
ともある。したがって、媒体中に多量の微粒状固体を分散させ、かつ分散液の著しい安定
性および生成塗膜のすぐれた性質、とくに高光沢仕上りを示すことができるすぐれた分散
剤が望まれる。
ＥＰ  ５５５ ,９５０は顔料および３ないし５０個のアルキレンオキシ基含有ポリ（Ｃ 2 - 4

アルキレンオキシ）鎖を有する多環式化合物である分散剤を含む水性ミルベースを開示し
ている。本発明の分散剤もポリアルキレン鎖を含んでいるけれども、ナフタレン環のよう
な多環式末端基（ terminal polycyclic group）は含んでおらず、また本発明の分散剤は
塗膜にはるかにすぐれた光沢を与えることが認められている。
本発明によって、ポリエチレングリコール（以下「ＰＥＧ」という）を、４ないし１７個
の炭素原子を含む過剰モル量のヒドロキシカルボン酸もしくはそのラクトン（以後「ＨＣ
Ａ」という）および／またはＣ 3 - 4アルキレンオキシド（以後「ＡＯ」という）と反応さ
せて高分子ジオールを生成させ、そしてリン酸処理剤との反応により該ジオールをリン酸
処理してリン酸エステルを生成させることによって得ることができる分散剤が提供される
。該分散剤は遊離酸の形で存在することもできればアルカリ金属、アンモニア、アミン、
アルカノールアミンまたは第四級アンモニウムカチオンと塩をつくることもできる。該リ
ン酸エステル基は、アルコールとの反応によってさらに部分エステル化することもできれ
ば、アルカノールアミンと塩をつくることができる。したがって本発明の１つの態様では
、該分散剤は、ＰＥＧを過剰モル量のＨＣＡと反応させて得ることができる高分子ジオー
ルから誘導される。
ＰＥＧがエチレンオキシド（ＥＯ）とプロピレンオキシド（ＰＯ）とのブロックコポリマ
ーを含み、さらに後者が両端でＥＯ単位に結合する中間部分を構成し、かつＰＯの量がＰ
ＥＧの総重量に対して５０％未満、好ましくは３０％未満、より好ましくは１０％未満で
あることを理解されたい。ＰＥＧが実質的にＥＯ単位より成るのがとくに好ましい。
本発明の他の態様では、該分散剤がＰＥＧを過剰モル量のＡＯと反応させて得ることがで
きる高分子ジオールから誘導される。
本発明のさらに他の態様では、該分散剤がＰＥＧを過剰モル量のＨＣＡおよびＡＯと反応
させ、なおＰＥＧとＨＣＡおよびＡＯとの反応を同時かまたは逐次行うことによって得る
ことができる高分子ジオールから誘導される。
これらの３つの態様ではすべて、高分子ジオールが末端ヒドロキシル基を有するブロック
共重合体である。
本発明の好ましい態様では、該分散剤が一般式（１）の高分子ジオールから得ることがで
きる。
Ｈ -Ａ -Ｏ -[ＣＨ 2ＣＨ 2 -Ｏ ]n -Ａ -Ｈ　　　　　（１）
（式中：
Ａは　基
　
　
　
または基 -[Ｏ -Ｄ -]m、
Ｂは　Ｃ 4 - 1 7アルキレン、
Ｄは　Ｃ 3 - 4アルキレン、
ｍは　２から５０、および
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ｎは　４から５００である）。
繰返し単位
　
　
　
が６－ヒドロキシヘキサン酸、リシノール酸、１２－ヒドロキシステアリン酸、１２－ヒ
ドロキシドデカン酸、５－ヒドロキシドデカン酸、５－ヒドロキシデカン酸、４－ヒドロ
キシデカン酸およびε－カプロラクトンならびにこれらの混合物から誘導できるのが好ま
しい。Ｂが -(ＣＨ 2 )5

-であり、また該繰返し単位がε -カプロラクトンから誘導されるの
がとくに好ましい。
ｍは好ましくは少なくとも３、より好ましくは少なくとも４、とくには少なくとも６であ
る。ｍは好ましくは４０未満、より好ましくは３０未満、とくには２０未満である。
ｎは好ましくは少なくとも６、より好ましくは少なくとも８、とくには少なくとも１０で
ある。またｎは４００未満、好ましくは３００未満、より好ましくは２００未満、とくに
は１００未満である。
-Ａ -の分子量と基 [-ＣＨ 2 -ＣＨ 2 -Ｏ ]n

-の分子量との比は好ましくは２ .５：１から１：５
、とくには１ .５：１から１：３である。
該高分子ジオールは、該ジオールをポリリン酸、Ｐ 2Ｏ 5またはＰＯＣ l3と反応させてリン
酸エステルに転化させるのが好ましい。ジオールの水酸基とリン酸処理剤のリン原子との
比は好ましくは３：１から１：１、とくには２：１から１：１である。
リン酸処理剤と高分子ジオールとの反応は場合により、アルコールもしくはアルカノール
アミンの存在下で行ってもよいし、または高分子ジオールのリン酸エステルを次にアルコ
ールもしくはアルカノールアミンと反応させてもよい。反応がアルコールを含む場合には
、リン酸エステル末端基はさらに部分エステル化される。反応がアルカノールアミンを含
む場合には、リン酸エステル化高分子ジオールとの付加的エステル基および／もしくはア
ミド基ならびに／またはアミン塩が生成する。この反応生成物はおもにアミン塩であると
信じられている。
該アルコールまたはアルカノールアミンは分子量が２５０未満、とくには１００未満が好
ましい。適当なアルカノールアミンの例はエタノールアミン、ジエタノールアミン、２－
ジメチルアミノエタノールおよび２－アミノ－２－メチル－１－プロパノールである。
好ましい分散剤は分子量が５００から６０００のＰＥＧから誘導されるものである。ＨＣ
Ａがε－カプロラクトンから誘導されるものも好ましい。ＰＥＧは、両端部を、ポリ（５
－ヒドロキシヘキサン酸）（ＰＨＨＡ）で、ＰＨＨＡ対ＰＥＧのＭＷの比が好ましくは１
から１０（１：１から１０：１）、より好ましくは１から５（１：１から５：１）、とく
には１（１：１）になるように末端封鎖される。
高温下で、場合により不活性溶剤の存在下で、ＰＥＧをＨＣＡと反応させて高分子ジオー
ルをつくることができる。該両成分は、好ましくは無溶剤で、とくには触媒の存在下で、
さらにとくには窒素のような不活性雰囲気中で、共に反応させる。該両成分は、好ましく
は１００℃を上回る温度、さらに好ましくは１４０℃を上回る温度、とくには１６０℃を
上回る温度で共に反応させる。該温度は、好ましくは２５０℃未満、より好ましくは２０
０℃未満、とくには１８０℃未満である。
好ましい触媒は、アルキルチタネートと、とくにテトラブチルチタネートのようなテトラ
アルキルチタネートである。
ＰＥＧをＡＯと反応させて高分子ジオールを生成させる場合に、触媒が通常、水酸化カリ
ウムのようなアルカリ金属水酸化物であり、また反応容器は、揮発性ＡＯの損失を防ぐた
めに好ましくは加圧すること以外は類似の反応条件を用いることができる。したがって、
ＰＥＧとＡＯとの反応は１００℃未満の温度および窒素のような不活性雰囲気中で行うの
が好ましい。
前記のように、本発明による分散剤は、液体媒体、とくに水性媒体中に微粒状固体を均一
に分布させるのに適している。
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したがって、本発明の他の態様によれば、さきに規定した分散剤および微粒状固体を含む
組成物が提供される。
好ましくは、該組成物は、さらに液体、とくには分散剤が少なくとも一部可溶である液体
、さらにとくには、前記混合物を含む水または水と混和しうる有機液体である液体を含む
。適当な液体の例にはＣ 1 - 1 0脂肪族アルコールのようなアルコール類、Ｃ 2 - 6アルキレン
グリコールのようなグリコール類、メトキシ、エトキシ、プロポキシシおよびブトキシエ
タノールならびにメトキシ、エトキシおよびプロポキシプロパノールのようなアルコール
エーテル類、ならびにジエチレングリコールおよびプロピレングリコールのようなグリコ
ールエーテル類が含まれる。一般に、該液体は該組成物を使用する最終用途の要求性能、
とくに希釈する媒体との相溶性を満足させるように選択する。該液体は、該組成物の総重
量に対して、好ましくは少なくとも２５重量％、より好ましくは少なくとも５０重量％、
とくには少なくとも７５重量％の水を含む。
該組成物は分散剤と微粒状固体との均密混合物を含むことができるが、微粉砕した粒状固
体を被覆する分散剤のコーティングを含むのが好ましい。該微粒状固体は平均直径が、好
ましくは１５μ未満、より好ましくは１０μ未満、とくには５μ未満、極めてとくには３
μ未満である。
該微粒状固体は、液体媒体中に微粉砕された状態で安定化するのが望ましい物質であるこ
とができる。適当な固体の例は、インキ、ペイントや他の表面被覆剤用顔料および充填剤
；磁性テープ、ティスクや記憶装置の製造に用いられる磁性金属または合金および磁性酸
化物；ごみや汚れの微粒子；殺生物剤、農薬および医薬品である。該組成物は乾燥してい
ようと分散液の形であろうと、樹脂、結合剤、流動化剤、沈降防止剤、可塑剤、保湿剤、
凝集剤、助溶剤、増粘剤や防腐剤のような他の成分を含むことができる。これら成分は液
体媒体中に可溶、部分可溶、不溶または分散状態で存在することができる。
該固体が顔料であれば、無機顔料、金属顔料または有機染料金属塩（レーキまたはトナー
と称することもある）であるのが好ましい。顔料は、たとえば Third Edition of the Col
ours Index（ 1971）ならびに改訂および補遺中の「顔料」という表題の章に記載されてい
る公認されている任意の顔料から得ることができる。
無機顔料の例は二酸化チタン（アナターゼおよびルチル型ならびに高ＵＶ吸収性超微細二
酸化チタンを含む）、酸化亜鉛、紺青、硫化カドミニウム、酸化鉄（透明酸化鉄を含む）
、群青、雲母（たとえば微細な二酸化チタンで雲母を表面処理してつくった真珠光沢の顔
料を含む）、ならびにプリムローズ、レモン、ミドル、オレンジ、スカーレットやレッド
クロムの名称で黄緑色ないし赤色顔料として市販されている鉛、亜鉛、バリウム、カルシ
ウムのクロメート、モリブデート、およびクロメートサルフェート混合物、ならびにそれ
ら混合物や変性物を含むクロム顔料である。
金属顔料の例はアルミニウムフレーク、銅粉や銅フレークである。
有機染料金属塩の例はＣＩ顔料レッド４８（２Ｂトナーまたはパーマネントレッド２Ｂと
もいう）、ＣＩ顔料レッド５３（レーキレッドＣまたはレッドレーキＣともいう）、ＣＩ
顔料レッド５２、ＣＩ顔料レッド５７（４Ｂトナー、リソールルビン、ルビントナーまた
はパーマネントレッド４Ｂともいう）、ＣＩ顔料レッド５８、ＣＩ顔料レッド２４７、Ｃ
Ｉ顔料エロー６１、ＣＩ顔料エロー６２、ＣＩ顔料エロー１８３およびＣＩ顔料エロー１
９１のようなアゾ金属塩顔料である。
充填剤の例は炭酸カルシウム、水和アルミナ、タルク、石英、シリカ（沈降、熱分解法お
よび合成）、金属シリケート、硫酸バリウムおよびカルシウム、チャイナクレー、酸化ア
ンチモン、粉末スレート、ウォラストナイト（ wollastonite）、およびチョップトグラス
ファイバーである。
該組成物は当該技術分野において公知の方法でつくることができる。したがって、該組成
物は、分散剤と微粒状固体を共に混合し、好ましくは次いで該組成物を磨砕して所望の粒
度の固体を得ることにより調製することができる。しかし、好ましくは、分散剤は、最終
調製すなわち微粒状固体の最終仕上げ工程の間に、液体の存在下で、微粒状固体に加える
とよい。しかし、一般には、該組成物は、分散剤、微粒状固体および液体媒体を混合し、
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ついで該組成物を磨砕または練磨して所望の粒度の微粒状固体を得ることによって調製す
る。該液体媒体は、分散剤が好ましくは少なくとも一部可溶の水または有機液体であるこ
とができる。該組成物が乾燥状態で望まれる場合には、該液体媒体は蒸発のような簡単な
分離手段によって微粒状固体から容易に除去できるように、揮発性であるのが好ましい。
しかし、該組成物は液体媒体を含むのが好ましい。
乾燥組成物が分散剤および微粒状固体より本質的に成る場合には、該組成物は、微粒状固
体の重量に対して、好ましくは少なくとも０ .２重量％、より好ましくは少なくとも０ .５
重量％、とくには少なくとも１重量％の分散剤を含む。乾燥組成物は微粒状固体の重量に
対して望ましくは１００重量％以下、好ましくは５０重量％以下、より好ましくは２０重
量％以下、とくには１０重量％以下の分散剤を含む。
組成物が分散剤、微粒状固体および液体媒体を含む場合には、該組成物は、組成物の総重
量に対して、好ましくは少なくとも５％、より好ましくは少なくとも２０％、とくには少
なくとも４０％、極めてとくには少なくとも５０％の微粒状固体を含有する。該組成物は
、組成物の総重量に対して、好ましくは９０重量％以下、より好ましくは８０重量％以下
、とくには７５重量％以下の固体を含有する。微粒状固体に対する分散剤の好ましい量は
さきに乾燥組成物について規定した通りである。
高分子ジオールの中には新しいものもある。それゆえ、本発明の別の態様として、式１の
高分子ジオールが提供される。
Ｈ -Ａ -Ｏ -[ＣＨ 2ＣＨ 2 -Ｏ ]n -Ａ -Ｈ　　　　（１）
式中：
Ａは　基
　
　
　
Ｂは　Ｃ 4 - 1 7アルキレン、
ｍは　２から５０、および
ｎは　４から５００である。
本発明を下記の実施例でさらに説明する。実施例中の部および百分率はとくに断らない限
りすべて重量単位のものである。

ポリエチレングリコール（平均分子量 1500、 45.00部）、ε－カプロラクトン（ 61.56部）
およびテトラブチルチタネート（ 0.21部）の混合物を、窒素雰囲気中で１６０ないし１８
０℃で５時間撹拌した。次に反応物を取り出して、固化させ、ワックス状の固体を得た。

ＰＥＧ  1500（ 33.60部）、ε－カプロラクトン（ 66.40部）およびテトラブチルチタネー
ト（ 0.20部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次いで
反応物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

ＰＥＧ  1000（ 32.77部）、ε－カプロラクトン（ 67.23部）およびテトラブチルチタネー
ト（ 0.20部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次ぎに
反応物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

ＰＥＧ  600（ 39.68部）、ε－カプロラクトン（ 60.32部）およびテトラブチルチタネート
（ 0.20部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次いで反
応物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

ＰＥＧ  200（ 20.00部）、ε－カプロラクトン（ 45.60部）およびテトラブチルチタネート
（ 0.10部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次に反応
物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。
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分散剤をつくるための中間体ジオール
中間体１

中間体２

中間体３

中間体４

中間体５



ＰＥＧ  300（ 30.00部）、ε－カプロラクトン（ 45.60部）およびテトラブチルチタネート
（ 0.15部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次いで反
応物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

ＰＥＧ  400（ 30.00部）、ε－カプロラクトン（ 51.30部）およびテトラブチルチタネート
（ 0.16部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。次に反応
物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

ＰＥＧ  1500（ 2.43部）、１２－ヒドロキシドデカン酸（ 3.50部）およびテトラブチルチ
タネート（ 0.04部）の混合物を窒素雰囲気中で１６０ないし１８０℃で５時間撹拌した。
次いで反応物を取り出し、固化させてワックス状固体を得た。

中間体９ないし３７は、後記表１で詳しく述べるようにＰＥＧ、ε－カプロラクトンおよ
びテトラブチルチタネート（ＴＢＴ）の量を変えた以外は、まったく中間体１について述
べた方法を採った。中間体３８および３９の場合には、さらにＰＥＧを、それぞれ Synper
onic PE L35（エチレンオキシド／プロピレンオキシド／エチレンオキシドブロック共重
合体）および Pluronic 17R4（プロピレンオキシド／エチレンオキシド／プロピレンオキ
シドブロック共重合体）で置き換えた。 SynperonicはＩＣＩ  ＰＬＣの登録商標で、 Pluro
nicはＢＡＳＦの登録商標である。
中間体９は液体として得られた。中間体３８および３９はペーストとして得られ、残りの
ものはワックス状固体として得られた。
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中間体６

中間体７

中間体８

中間体９ないし３９
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中間体１（ 30.0部）を６０℃に加熱し、五酸化リン（ 0.80部）を加えて混合物を窒素雰囲
気中で、６０℃で１時間撹拌した。温度を８５－９０℃に上げて、さらに２３時間保持し
た。次に反応物を取り出し、固化させて蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤１と呼
称する。

中間体２（ 30.0部）を６０℃に加熱し、五酸化リン（ 0.64部）を加えて、混合物を窒素雰
囲気中で６０℃で１時間撹拌した。温度を８５－９０℃に上げてさらに２３時間保持した
。次いで反応物を取り出し、固化させて蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤２と呼
称する。

中間体３（ 30.0部）を６０℃に加熱し、五酸化リン（ 0.93部）を加えて、混合物を窒素雰
囲気中で、６０℃で１時間撹拌した。温度を８５－９０℃に上げて、さらに２３時間保持
した。次に反応物を取り出し、固化させて蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤３と
呼称する。

中間体４（ 30.0部）を６０℃に加熱し、五酸化リン（ 1.88部）を加えて、混合物を窒素雰
囲気中で６０℃で１時間撹拌した。温度を８５－９０℃に上げて、さらに２３時間保持し
た。次いで反応物を取り出し、固化させて、蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤４
と呼称する。

中間体５（ 30.0部）を３０℃に加熱し、五酸化リン（ 4.33部）を加えて、混合物を窒素雰
囲気中で３０℃で１時間撹拌した。温度を６０℃に上げて、３時間保持し、次いで９０－
１００℃に上げて、さらに２０時間保持した。次に反応物を取り出し、固化させて蝋状固
体を得た。この生成物を以後分散剤５と呼称する。
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実施例
実施例１

実施例２

実施例３

実施例４

実施例５

実施例６



中間体６（ 30.0部）を３０℃に加熱し、五酸化リン（ 3.76部）を加えて混合物を窒素雰囲
気中で３０℃で１時間撹拌した。温度を６０℃に上げて３時間保持し、ついで９０－１０
０℃に上げて、さらに２０時間保持した。次に反応物を取り出し、固化させて蝋状固体を
得た。この生成物を以後分散剤６と呼称する。

中間体７（ 30.0部）を３０℃に加熱し、五酸化リン（ 2.62部）を加えて混合物を窒素雰囲
気中で、３０℃で３０分間撹拌した。温度を６０℃に上げて、３ 1 /2時間保持し。ついで
９０－１００℃に上げて、さらに２０時間保持した。次に反応物を取り出し、固化させて
蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤７と呼称する。

中間体８（ 5.93部）を６０℃に加熱し、五酸化リン（ 0.153部）を加えて混合物を窒素雰
囲気中で６０℃で１時間撹拌した。温度を９０－１００℃に上げて、さらに２３時間保持
した。次に反応物を取り出し、固化させて蝋状固体を得た。この生成物を以後分散剤８と
呼称する。

分散剤１（ 50.0部、酸価 27.36mg KOH/g）を溶融するまで加熱し（６０－７０℃）、２－
アミノ－２－メチル－１－プロパノール（ 2.065部）を加えて撹拌した。この温度を９０
－１００℃に上げて、混合物を撹拌しながら１時間保持した。次に反応物を取り出し、冷
却して蝋状固体を得た。生成物を以後分散剤９と呼称する。

これは、分散剤１（ 50.0部）およびジエタノールアミン（ 2.43部）を用いた以外は、分散
剤塩１（ Dispersant Salt 1）と同様に調製した。この生成物を以後分散剤１０と呼称す
る。

これは、分散剤１（ 50.0部）およびモノエタノールアミン（ 1.42部）を用いた以外は、分
散剤塩１と同様に調製した。この生成物を以後分散剤１１と呼称する。

これは、分散剤１（ 50.0部）および２－ジメチルアミノエタノール（ 2.65部）を用いた以
外は分散剤塩１と同様に調製した。この生成物を以後分散剤１２と呼称する。

これらの例はすべて、中間体１およびその量を次表２に示すジオールで置き換え、また五
酸化リン（ＰＯ）の量を表に記したように変えるかまたは表示のようにポリリン酸（ＰＰ
Ａ）で置き換える以外は実施例１に述べたと類似の方法で調製した。得られた分散剤の物
理的形状も表２に示した。
これら実施例から得られる分散剤はすべて以後の実施例の名称を付ける。したがって、分
散剤１３は実施例１３の生成物であり、また比較分散剤Ａは比較例Ａの生成物である。
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実施例７

実施例８

実施例９

実施例１０

実施例１１

実施例１２

実施例１３ないし５１ならびに比較例Ａ，ＢおよびＣ
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後の表３に配合を示した下記実施例は、諸成分を実験用振盪機で３ミリのガラスビーズと
ともに１７時間ボールミル磨砕を行い調製した。それぞれ総重量は水を加えて１０ｇに調
整した。いずれも流動性分散剤であった。
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実施例５２－５９



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

実施例６０－６２に用いた水性ペイント系用ミルベースおよびレットダウン（ letdown）
配合物の詳細を表４に示す。
ミルベースは、諸成分を諸エネルギーボールミルで３ミリのガラスビーズとともに３０分
間ボールミル磨砕を行って調整した。ミリング後、レットダウンエマルションを加えて、
ミルベースを使用可能なペイントに変えた。
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実施例６０ないし６２
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アルミニウムパネルを水中に８０℃２４時間浸漬することによって各ペイントの防水性を
試験した。すべての場合において、いずれのペイントも膨れ、収縮または密着力喪失の徴
候を示さなかった。

これら実施例に用いたペイント配合物は、実施例５２ないし５９に述べた方法により調製
し、さらに実施例６０ないし６２で試みたと同一の方法で塗装し、乾燥し、さらに試験を
行った。唯一の相違はミルベースから樹脂を省いたことである。配合の詳細は表６に示す
が、表中の量はすべてグラム単位のものである。光沢の測定結果を表７に示す。
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実施例６３ないし６５



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
アルミニウムパネルに適用したペイントはいずれも、水中に８０℃で２４時間の侵漬では
膨れ、収縮または密着力喪失の徴候を示さなかった。

後の表８に挙げた分散剤（ 4.8部）を、水（ 37.6部）および２－アミノ－２－メチルプロ
パノール（ 0.6部）に加え、２－アミノ－２－メチルプロパノールでｐＨを１０ないし１
０ .２に調整して、ミルベースを調製した。該水・分散剤混合物を水蒸気浴で温めて分散
剤を完全に溶解させた。次いで分散剤水溶剤を冷却して、 dispermat potに注入し、撹拌
しながら二酸化チタン（ Tioxide TR 92、 79.84部）を添加し、さらに続いて直径１ mmのグ
ラスビーズ（ 180部）を撹拌しながら加えた。次に該ミルベースを Dispermat F1分散機（
西独 VMA Getzmann製）で、冷却ジャケットに水を通さずに 3000rpmの速度で３０分間磨砕
を行った。磨砕中に温度が３０ないし４０℃に上昇した。次にミルベースを冷却し、ガラ
スビーズからペイントを濾別した。次いで、下式によって与えられる量の Neocry XK 90樹
脂およびプロピレングリコールを加え、該ペイントをレッドダウンして、最終容積にした
。
　
　
　
　
　
式中、Ｙはミスベースの収量である。
レットダウンペイントは一夜間（１６時間）放置して脱気した後、自動塗装機（ KCC 202
、 Zeneca Ltd）で、 No.８Ｋバーを用い、下塗りパネルおよび裸のアルミニウムパネルに
塗装して、１００μｍの湿潤膜厚を得た。塗膜は９０分間風乾した後、オーブンで１２０
℃３０分焼付けて硬化させた。乾燥塗膜の２０°光沢は最終的にノボグロスメーター（ No
vogloss Meter）（ Rhopoint Instrumentation．英国）を用いて測定した。
２－アミノ－２－メチルプロパノールを使用せず、また水の量を 37.6部から 38.2部に増し
た以外は同一の方向でβ－ナフトール１０ＥＯを用いるミルベースを調製した。
該結果は下表８に示す。
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実施例６６ないし１０２ならびに比較例Ｄ、Ｅ、ＦおよびＧ
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